
 

 

新型コロナウイルス感染症対策に伴う船舶職員及び小型船舶操縦者

法等関連事務の取扱いについて 

 

令和２年５月１４日、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の対象区域が変更されると

もに、新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針が改定され、引き続き、同宣言の対

象区域の内外を問わず、感染拡大の防止徹底が求められています。 

今後、船舶職員及び小型船舶操縦者法関連事務及び水先法関連事務について、当面、下記

のとおり取り扱うこととします。 

 

記 

 

１．適用対象 

本取扱いは、船舶職員及び小型船舶操縦者法及び水先法に基づく申請、書類の作成（以

下「申請等」という。）のうち、当該申請等を行うことができなかったことについて、新

型コロナウイルス感染症対策に関連して、外出の自粛、更新講習の中止、指定医師の休診

などやむを得ない事情があるものに適用します。 

この場合、当該やむを得ない事情を記載した書類の提出により、適用対象であることを

確認させて頂きます。 

 

２．事務取扱 

(1) 総則 

① 申請等の実施猶予 

   令和２年２月１７日以降に行われる申請等であって、上記１．のやむを得ない事情に

より定められた期限を超えて行われるものについては、当該期限の到来日に申請等が行

われたものとして、弾力的に事務を取り扱います。 

   

（例１）海技免許又は操縦免許の申請は、試験合格日以後１年以内に申請をしなければ

ならないところ、１年を超えて行われる当該申請については、当該合格日から１

年となる日に申請されたものとして取り扱います。 

 

（例２）海技免状又は操縦免許証（以下「海技免状等」という。）の有効期間の更新申

請は、有効期間満了日以前１年以内にしなければならないところ、有効期間満了

日を超えて行われる当該申請については、当該海技免状等の有効期間満了日に申

請されたものとして取り扱います。 

 

（例３）登録船舶職員養成施設の登録は、当該登録の期間が満了する日までの間に更新

を受けなければ効力を失うところ、当該登録の期間が満了した後に行われる当該



 

登録の更新申請については、当該登録の期間が満了する日に申請されたものとし

て取り扱います。 

 

（例４）登録小型船舶教習所は毎事業年度経過後３月以内に財務諸表等を作成しなけれ

ばならないところ、３月を超えて作成される財務諸表等については、当該事業年

度経過後３月となる日に作成されたものとして取り扱います。 

 

 ② 申請に対する添付書類等における期限等の猶予 

令和２年２月１７日以降に行われる申請であって、その添付書類等において一定の期

間又は一定の期限を要件としているにもかかわらず、上記１．のやむを得ない事情によ

り当該期間又は期限を超えているものについては、当該期間又は期限を超えていないも

のとして、当該審査事務を弾力的に取り扱います。 

 

（例１）操縦免許証の有効期間の更新申請において、申請日以前３月以内に登録操縦免

許証更新講習の課程を修了しなければならないところ、３月を超えた当該課程の修

了についても申請日以前３月以内に当該課程を修了したものとして取り扱います。 

 

（例２）操縦免許証の有効期間の更新申請において、上記①により有効期間満了日を申

請日として取り扱う場合、有効期間満了後に登録操縦免許証更新講習の課程を修了

したものについても当該申請日以前３月以内に修了したものとして取り扱います。 

 

（例３）操縦免許証の有効期間の更新申請において、海技士身体検査証明書については

申請日以前３月以内に指定医師により受けた検査結果を記載したものでなければ

ならないところ、３月を超えた検査結果についても申請日以前３月以内の検査結果

が記載されているものとして取り扱います。 

 

（例４）海技試験の受験資格である乗船履歴について、試験開始期日の前５年以内のも

のが含まれていなければならないところ、５年以内のものが含まれていない乗船履

歴についても試験開始期日の前５年以内のものが含まれているものとして取り扱

います。 

 

（例５）登録小型船舶教習所の課程を修了した者が受験する操縦試験において、操縦試

験の開始日前１年以内に当該課程を修了しなければ学科試験及び実技試験が免除

とならないところ、試験開始日前１年を超えた当該課程の修了についても試験開始

日前１年に当該課程を修了したものとして取り扱い、学科試験及び実技試験を免除

します。 

 

 



 

③ 基準日の取扱い 

上記①②のとおり、原則として「令和２年２月１７日」を基準日としていますが、基

準日の前であっても、新型コロナウイルス感染症対策に関連して申請を行うことができ

なかったことについて、やむを得ない事情がある場合は、上記と同様に取り扱います。 

 

(2) 更新申請関係 

① 上記１．のやむを得ない事情により、海技免状等の有効期間の更新申請を更新期限内

に行うことが困難であるが、船舶職員として乗り組むこと又は小型船舶操縦者として乗

船することが不可欠である旨の申出を受けたときは、更新可能期限を記載した有効期間

更新手続中シールを当該海技免状等に貼付します。その後、更新可能期限を超えて当該

やむを得ない事情が継続する見込みである旨の申出を受けたときは、有効期間更新手続

中シールを再び貼付することができます。 

 

② 上記①の更新可能期限は、原則として海技免状等の有効期間の満了日又は更新可能期

限の到来日から３月以内とします。ただし、乗船期間や更新講習の開催予定等に鑑み、

やむを得ない場合は、この限りではありません。 

 

(3) 海技試験の受験申請関係 

定期試験（令和２年２月、４月又は７月）の受験を申請した者から、試験科目の一部で

あっても当該試験を受験できなかった旨の申出を受けたときは、申請書類を返還します。 

この場合において、当該申請書類（海技試験申請書を除く。）については、令和２年度

の海技試験に限り有効なものとして取り扱います。 
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